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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

 

回次
第11期
第３四半期
連結累計期間

第12期
第３四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 134,766 177,570 226,164

経常利益 (百万円) 958 4,554 3,559

四半期（当期）純利益 (百万円) 952 3,936 2,685

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,504 6,428 3,097

純資産額 (百万円) 33,985 40,400 35,258

総資産額 (百万円) 157,709 170,340 169,685

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 8.92 36.88 25.16

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 21.5 23.6 20.7
 

 

回次
第11期
第３四半期
連結会計期間

第12期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 6.04 22.54
 

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていない。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　３　第11期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半

期純利益を下回らないため記載していない。

         第12期第３四半期連結累計期間及び第11期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものである。

(1) 業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や円安による経済効果を受け、緩やかな回復

基調をたどったが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響が長引くなど、その動きは弱いものとなっ

た。

　建設業界においては、震災復興事業の推進に加え、防災やインフラ整備に向けた公共投資が堅調に推移したが、

労務ひっ迫等による建設コストの高騰が工事採算に影響を与えるなど、予断を許さない状況が続いている。

　このような情勢下において当社グループは、平成26年度経営方針に「現場力の強化による信頼の構築」と「選別

受注の実践による利益へのこだわり」を掲げ、技量・技能の向上とともに安定的な供給力を確保し、高い現場力に

よりお客様との信頼構築を進めるほか、採算性や生産性を重視した受注判断を徹底するなど、企業価値の向上に努

めてきた。

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は前年同四半期比42,804百万円増の177,570百万円となった。損益面

では、営業利益は建設事業における工事採算性の向上等により前年同四半期比2,746百万円増の3,345百万円、経常

利益は為替差益567百万円（前年同四半期は為替差損163百万円）や持分法による投資利益475百万円を計上したこと

などにより前年同四半期比3,595百万円増の4,554百万円、四半期純利益は前年同四半期比2,984百万円増の3,936百

万円となった。

 

セグメントの業績は次のとおりである。

（建設事業（建築））

受注高は、国内民間工事等の増加により、前年同四半期比69,488百万円増の207,663百万円となった。

　完成工事高については、国内民間工事及び国内官公庁工事等の増加により、前年同四半期比28,589百万円増

の135,583百万円となった。セグメント利益については、前年同四半期比2,255百万円増の3,987百万円となっ

た。

 

（建設事業（土木））

受注高は、海外工事及び国内民間工事が減少したものの、国内官公庁工事の増加により、前年同四半期比

8,661百万円増の66,087百万円となった。

　完成工事高については、海外工事が減少したものの、国内官公庁工事及び国内民間工事の増加により、前年

同四半期比13,898百万円増の40,292百万円となった。セグメント利益については、前年同四半期比887百万円増

の1,604百万円となった。

 

（不動産事業等）

不動産事業等売上高については、前年同四半期比316百万円増の1,694百万円となった。セグメント利益につ

いては、前年同四半期比150百万円減の159百万円となった。
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②財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、現金預金が4,604百万円、受取手形・完成工事未収入金等が2,973百

万円減少した一方、投資有価証券が4,173百万円増加したことなどにより、総資産は前連結会計年度末と比較して

654百万円増加し、170,340百万円となった。

負債の部は、短期借入金が8,000百万円、長期借入金が2,918百万円増加した一方、預り金が6,061百万円、未成工

事受入金が5,503百万円減少したことなどにより、負債合計は前連結会計年度末と比較して4,487百万円減少し、

129,940百万円となった。

純資産の部は、「退職給付に関する会計基準」等の改正に伴う影響額770百万円や剰余金の配当533百万円を実施

したが、四半期純利益3,936百万円を計上したことにより利益剰余金が2,631百万円増加したことに加え、株式相場

の影響を受けてその他有価証券評価差額金が2,300百万円増加したことなどにより、純資産は前連結会計年度末と比

較して5,141百万円増加し、40,400百万円となった。

この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は23.6％となった。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

わが国経済の今後の見通しについては、景況感の低迷や海外経済の減速等が下振れ要因として懸念されるが、経

済対策が企業収益の押し上げへ作用し、経済の好循環を促すことで自立的な回復が徐々に広がるものと予想され

る。

　建設業界においては、引続き底堅い公共投資が見込まれることに加え、企業収益改善を背景とした設備投資意欲

の高まりにより、民間建設投資の増加も期待されるが、高水準で推移する建設需要や円安がもたらす資機材価格へ

の影響等から、建設コスト高騰は依然として懸念されるため、先行きは不透明な状況にある。

　当社グループにおいては、引き続き平成26年度経営方針に則り、現場力の強化と選別受注の実践を進め、真価あ

る企業を目指す所存である。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は325百万円であった。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 
(4) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、新設、休止、大規模改修、除却、売却等により著しい変動があった設備

は、次のとおりである。

　（取得）

不動産事業等において、当社は、賃貸オフィスビル設備として「新溝ノ口ビル」の一部持分を取得している。な

お、取得した設備の帳簿価額は1,402百万円、土地面積は1,686㎡である。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 106,761,205 106,761,205
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

計 106,761,205 106,761,205 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　    該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 106,761 ― 16,354 ― 3,893
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日である平成26年９月30日現在の株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）
 普通株式

32,600
― ―

完全議決権株式（その他）
 普通株式

106,110,000
1,061,100 ―

単元未満株式
 普通株式

618,605
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 106,761,205 ― ―

総株主の議決権 ― 1,061,100 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義

　 の株式がそれぞれ500株（議決権５個）及び95株含まれている。

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式53株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
東急建設株式会社

東京都渋谷区渋谷一丁目16番14号 32,600 ― 32,600 0.03

計 ― 32,600 ― 32,600 0.03
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 18,215 13,610

  受取手形・完成工事未収入金等 88,147 85,174

  未成工事支出金 18,157 17,933

  不動産事業支出金 210 456

  販売用不動産 564 482

  材料貯蔵品 82 62

  繰延税金資産 938 612

  その他 5,280 9,140

  貸倒引当金 △38 △62

  流動資産合計 131,556 127,410

 固定資産   

  有形固定資産 17,145 18,226

  無形固定資産 313 315

  投資その他の資産   

   投資有価証券 16,805 20,978

   長期貸付金 267 67

   繰延税金資産 344 127

   その他 ※２  3,417 ※２  3,336

   貸倒引当金 ※２  △164 ※２  △124

   投資その他の資産合計 20,670 24,386

  固定資産合計 38,128 42,929

 資産合計 169,685 170,340

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 83,778 84,303

  短期借入金 7,080 15,081

  未払法人税等 660 7

  未成工事受入金 19,081 13,578

  完成工事補償引当金 1,160 1,099

  工事損失引当金 3,982 1,928

  賞与引当金 1,411 716

  預り金 7,838 1,776

  その他 2,790 1,039

  流動負債合計 127,784 119,531

 固定負債   

  長期借入金 1,967 4,886

  繰延税金負債 18 713

  不動産事業等損失引当金 1,470 1,470

  退職給付に係る負債 2,470 2,489

  その他 717 848

  固定負債合計 6,643 10,408

 負債合計 134,427 129,940
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 16,354 16,354

  資本剰余金 3,893 3,893

  利益剰余金 13,179 15,810

  自己株式 △44 △46

  株主資本合計 33,382 36,012

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,033 4,334

  為替換算調整勘定 76 141

  退職給付に係る調整累計額 △340 △224

  その他の包括利益累計額合計 1,769 4,251

 少数株主持分 105 135

 純資産合計 35,258 40,400

負債純資産合計 169,685 170,340
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高   

 完成工事高 133,387 175,875

 不動産事業等売上高 1,378 1,694

 売上高合計 134,766 177,570

売上原価   

 完成工事原価 125,741 165,346

 不動産事業等売上原価 876 1,304

 売上原価合計 126,618 166,650

売上総利益   

 完成工事総利益 7,645 10,529

 不動産事業等総利益 501 389

 売上総利益合計 8,147 10,919

販売費及び一般管理費 7,548 7,574

営業利益 598 3,345

営業外収益   

 受取利息 30 70

 受取配当金 148 155

 為替差益 － 567

 持分法による投資利益 431 475

 その他 122 123

 営業外収益合計 732 1,392

営業外費用   

 支払利息 95 98

 為替差損 163 －

 その他 114 84

 営業外費用合計 372 183

経常利益 958 4,554

特別利益   

 固定資産売却益 － 47

 関係会社株式売却益 234 －

 特別利益合計 234 47

特別損失   

 投資有価証券評価損 24 －

 特別損失合計 24 －

税金等調整前四半期純利益 1,168 4,601

法人税、住民税及び事業税 195 189

法人税等調整額 17 471

法人税等合計 213 660

少数株主損益調整前四半期純利益 955 3,940

少数株主利益 2 4

四半期純利益 952 3,936
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 955 3,940

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 568 2,179

 為替換算調整勘定 △14 29

 退職給付に係る調整額 － 27

 持分法適用会社に対する持分相当額 △3 251

 その他の包括利益合計 549 2,487

四半期包括利益 1,504 6,428

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,503 6,418

 少数株主に係る四半期包括利益 1 9
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

（会計方針の変更）

 　退職給付に関する会計基準等の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定

方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ている。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が1,196百万円増加し、利益剰余金が770百万

円減少している。なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微である。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務（保証債務）

（イ）連結会社以外の相手先の借入金に対する保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

全国漁港・漁村振興漁業協同組合連合会 49百万円 49百万円
 

（注）上記の保証金額は、他社分担保証額を除いた当社の保証債務額である。

 

（ロ）連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対する保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

CH. KARNCHANG-TOKYU CONSTRUCTION
CO., LTD.

535百万円 643百万円

     

合計（イ）＋（ロ） 584 692 
 

 

※２　その他（破産更生債権等）と貸倒引当金の直接減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該貸倒引当金を債権から直接減額して

いる。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

853百万円 824百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 408百万円 425百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１　配当金支払額

　　該当事項なし。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後とな

るもの

　該当事項なし。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 533 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後とな

るもの

　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業等 計

売上高       

  外部顧客への売上高 106,993 26,393 1,378 134,766 － 134,766

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

64 － 18 82 △82 －

計 107,058 26,393 1,397 134,849 △82 134,766

セグメント利益 1,731 717 310 2,759 △2,160 598
 

（注）１　セグメント利益の調整額△2,160百万円には、セグメント間取引消去０百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,161百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

　　当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

　１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業等 計

売上高       

  外部顧客への売上高 135,583 40,292 1,694 177,570 － 177,570

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

77 － 14 92 △92 －

計 135,661 40,292 1,709 177,662 △92 177,570

セグメント利益 3,987 1,604 159 5,751 △2,406 3,345
 

（注）１　セグメント利益の調整額△2,406百万円には、セグメント間取引消去０百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△2,406百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

　２　報告セグメントの変更等に関する事項

　　退職給付に関する会計基準等の適用

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更している。

　　なお、当該変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益 （円) 8.92 36.88

　（算定上の基礎）    

　　四半期純利益 （百万円） 952 3,936

　　普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

　　普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 952 3,936

　　普通株式の期中平均株式数 (千株) 106,744 106,729
 

（注）　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純利益を

下回らないため記載していない。

当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。

 

２ 【その他】

該当事項なし。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月９日

東急建設株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士　　伊　藤　　栄　司
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士　　松　尾　　浩　明
 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東急建設株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東急建設株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　 ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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